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　合併に起因した公共サービスの違いや国の三位一体改革による地方交付税の大幅な削減など、様々な問題が合併直後に顕在化する中で、平成17年度
に第1次行改大綱を策定し、「新しい行財政運営の基盤づくり」に取り組んできた。以前からの課題であった地方分権化、少子高齢化などへの対応に加
え、平成20年後半からの全国的な景気後退の影響により、地域経済の状況が以前にも増して悪化し、産業や雇用対策の重要性が非常に高まっていた状
況の中、合併特例事業債の適用・普通交付税などの特例措置の終了が間近に迫っていたことから、市の発展と持続可能な行財政運営の推進に向けた更
なる改革のため、平成21年度に第2次行革大綱を策定した。
　第2次行革大綱の内容の実現に向け、財政健全化に向けた財政健全化判断指標の目標設定を始め、行政関連施設の見直し（保育所の再編、学校の再配
置など）、職員定数の適正化（合併時から25.5%の職員数の減）、民間委託等の推進、下水道・簡易水道事業の利用者負担の検討、補助金の見直しなど
を盛り込んだ行革推進計画に基づき、京丹後市の更なる発展と持続可能な行財政運営の推進に向けて取り組んでいるところ。

　上記の取組により、一定の成果を挙げることができているものの、依然として市税収入が減少傾向にあるとともに、歳出においても扶助費などの義
務的経費や特別会計への繰出金が増加傾向にあるなど、財政構造的に厳しい状況になっている。また、保育所・学校施設等の再配置・耐震化など、市
民を守り、安心・安全を確保する事業に取り組む必要がある中で、財政の健全化を示す経常収支比率や実質公債比率なども比較的高い水準の中で推移
しており、平成27年からの普通交付税等の逓減開始等を考えると、今後ますます厳しい財政状況となることが予想されるなど、様々な行政課題が山積
している。
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　依然として厳しい地域経済状況により市税収入が大幅に減少する中、保育所・学校施設等の再配置・耐震化など、市民を守り、安心・安全を確保す
る事業に取り組む一方で、定員適正化計画に基づく職員数の22.8%削減や行政関連施設の見直し、積極的な財源確保、事務事業の見直しなどに取り組
み、第１次行革の取組では5年間の間に約44億7千万円の削減効果を、第2次行革の取組では2年間の間に総額で約5億3千万円の削減効果を挙げることが
できた。
【主な成果】
①　職員数の削減、給与構造改革（第1次：総額43億円、第2次：総額4.9億円）・・・職員数の219人削減、給与制度の見直し（平均3.3%引き下げ）、
給与カットなど
②　事務事業・補助金の見直しによる削減（第1次：総額△1.3億円※1、第2次：総額4.4千万円）
③　簡易水道料金の値上げ（第2次：総額4.6千万円）
④　行政関連施設の見直し（第2次：総額6千万円）・・・小学校・保育所の統合
⑤　民間委託等の推進（第1次：総額1.7億円、第2次：総額△1.2千万円※2）・・・業務委託の推進、指定管理者制度への移行など
⑥　積極的な財源確保（第2次：8.8千万円）・・・未利用市有地等の売却、ふるさと応援寄付の推進
※1・・・不況対策に係る補助金の増額によるもの
※2・・・受託者の人件費の見直し、民間委託に伴いサービスを拡充したことなどによるもの
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団体名：京丹後市

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書

１．平成２４年度　行財政改革推進計画（行財政改革推進枠）について【総括表】

　普通交付税等の合併算定替による加算額が平成27年度から段階的に削減され、平成32年度には、約33億円の歳入が減少することが見込まれる中、普
通交付税などの合併特例措置の逓減・廃止に備え、歳出抑制のために各事業や補助金の見直し、施設などの運営方法の見直しを図る必要がある。
　また、歳出抑制のため、クリーンセンターや衛生センター、漁港施設、橋梁などの計画的な長寿命化が求められているほか、児童・生徒数の減少に
よる保育所・学校施設の統廃合が必要である。

　普通交付税等の合併算定替による加算額が平成27年度から段階的に削減され、平成32年度には、約33億円の歳入が減少することが見込まれる中、行
財政改革推進計画に基づき行財政改革を進めるとともに、持続可能な行財政運営に向けた歳出規模を抑制するためのロードマップとして、「歳出抑制
の道標（3か年の抑制項目と金額を記載）」を平成23年度から作成し、以降、毎年内容の見直しを図りながら、歳出規模の抑制に向け取り組むこととし
ている（【抑制予定額】平成25年度：5.9億円、平成26年度：8.2億円）。

　平成24年度は、保育所再編等推進計画に基づき、4つの統合保育所が完成するまでの間、仮設保育所を設置するとともに、統合により廃所となった保
育所について、放課後児童健全育成施設に転用するため耐震改修を行う。さらに、施設などの長寿命化のため、網野衛生センター及び竹野川衛生セン
ターの施設改修、漁港施設の機能保全工事や橋梁の修繕工事を計画的に進める。また、経費節減のため情報通信機器のハード・ソフトウェアやデータ
などを市の保有・管理からクラウドコンピューティングサービスに切り替える。
　これらの取組みにより、今後5年間で1,788,245千円の行革効果を見込んでいる。



団体名：京丹後市

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書

（記載要領）

１　記載欄が不足する場合は、適宜追加すること。

２　「主な実績数値（出来高数値等）」、「行革効果」については、出来るかぎり数値化した客観的な指標を記載すること。

し尿処理施設整備事業

　水質保全と生活環境の改善を目的に計画的な下水道整備による水
洗化を進めているが、未整備地域や供用開始ができていない区域の
し尿処理、浄化槽・下水道汚泥の焼却処理は既存施設で行わなけれ
ばならない。また、簡易水洗も増加しており、現在も最大処理能力
に近い稼動を行っている。
　今後も長期に渡り既存施設の効率的かつ適正な稼動を行うための
改修工事を実施し、施設の長寿命化を図る。

網野衛生センターと竹野川衛生セン
ターの2つのし尿処理施設において、
効率的かつ適正な稼動を行うための
改修工事を実施し、施設の長寿命化
を図った。

252,400千円

橋梁長寿命化事業

情報通信機器クラウド化事業

情報通信機器のウィルスチェック、
DNS（ドメインネームシステム）、住
民公開系メールサーバをクラウド化
し、経費削減を図った。

橋梁点検実施数 116橋
　　　　（橋長5ｍ以上15m未満）

事業名・実施項目

峰山統合保育所整備事業

平成２４年度行財政改革推進計画に伴う事業実績による行革効果について

主な実績数値（出来高数値等） 行革効果（単位：人・千円等）

54,832千円

16,369千円

8,214千円

吉原保育所、長岡保育所、新山保育
所及び丹波保育所の４つの保育所を
廃止し、統合保育所が完成するまで
の間、仮設保育所を借り上げ保育を
実施した。

取組実績の概要

　峰山町域の保育所のうち、吉原保育所、長岡保育所、新山保育所
及び丹波保育所の４つの保育所については、大規模地震の際に倒壊
する危険性が高く、耐震補強等が不可能と判断された。安全で安心
できる保育環境を確保する必要があることから、統合保育所が完成
するまでの間、仮設保育所を借り上げ保育を実施する。

　情報通信機器のウィルスチェック、DNS（ドメインネームシステ
ム）、住民公開系メールサーバは市が保有･管理していたが、今年度
からクラウド化によりコンピュータのハードウェア、ソフトウェ
ア、データなどを企業側に管理してもらい、利用料金を払う形に切
り替え、インターネットを通して企業側からサービスを受けること
で経費削減を図る。

　本市が管理する橋梁は全部で876橋あり、1970年代に建設された橋
梁が多く、20年後には約7割の橋梁が老朽橋の目安となる50年を超え
ることとなり、修繕費や架替経費の集中が懸念されている。そこ
で、従来の対処療法型管理から予防保全型管理へ転換することによ
り、橋梁を長寿命化し費用の削減を図る。
　現在、橋長15ｍ以上の117橋については橋梁長寿命化修繕計画を策
定済みであるが、橋長15ｍ未満の759橋については橋梁点検が完了し
ていないため、引き続き橋梁点検を行い、点検結果に基づき優先度
に応じた修繕工事を計画的に実施する。


